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This thesis will examine Japanese custom-made parts manufacturers (CMPMs). Traditionally 
these subcontractors competed on the basis of price, resulting in low profit margins and making them 
a financially vulnerable link in Japan’s integrated manufacturing system. Ironically, CMPMs were a 
major source of innovation and value. Recent deindustrialization in Japan has forced CMPMs seek 
new customers in ASEAN markets. 
The objective of this thesis is to identify the source of CMPMs’ unique competitive advantages 
in order to suggest a sustainable management model for CMPMs. 
The primary focus of this thesis will be detailed on-site research to gather data on how CMPMs 
developed their competitive advantage during an intensely competitive period in Japanese domestic 
markets, and how these organizations are evolving in response to current trends. 
This thesis suggests that to achieve autonomous and stable management CMPMs need to retain 
in-house manufacturing facilities to maximize the capabilities of their technology and retain their 
competitive advantage. This was a common feature in 90% of those CMPMs that achieved stable 
management. This may be a historically-bound phenomenon, as all of these manufacturers were 
founded during the period of rapid economic growth from 1955 to 1961. The sustainable 
competitiveness of these companies may be strongly connected to that era’s manufacturing 
philosophies. 
The achievement of sustainable and stable management that maintains CMPMs unique 
competitive advantages derives from path-dependent historical factors in Japanese manufacturing, 
and physical factors, such as in-house manufacturing capabilities. The results of this analysis have 
important implications for the first-mover advantage theory (technological leadership) and the law of 
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出所：RIETI “RIETI TID 2010, 貿易白書 2011” をもとに作成, Mitsuyama (2013)      


























































3）「よいものづくり（QCD の精緻化）が経営の安定につながる」という成功体験が、   
技術プッシュ志向経営を原則化させ、組織を硬直化させてきた。 








































①難度の高い製品技術     
②高機能製品の量産化を 
実現する製造技術              
③他社がやりたがらない           
ニッチ・ポジショニング            
1．CAM/CAD/CAE 等の設計・      
シミュレーション機器のハイテク化  
2．高機能生産機械の汎用化・ 
低価格化と人海戦術による量産化                
3．上記の環境変化によるニッチ市場
















内的要因    



































営の安定性を左右する与件が、Barney が Resourced Base View 理論（1997）（以下 RBV）の
中で体系化した「独自の歴史的条件」（unique historical conditions）や、Dierickx & Cool（1989）









































































































































































































第 3 章 分析の視点 
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7 サプライヤが組織として持つ能力のうち、特定顧客のニーズまたは要請に効率的に対応して供給を行い











指摘している（名和 2004, pp.27-28.）。 
既述のように近年、日本国内で Tier 2、Tier3 レベルにあるメーカーでも、海外では異な
る部品を複合的に組み合わせ、ユニット部品を生産、販売するケースに加え、メッキや塗










































係における問題の本質が格差構造にあることを指摘している（名和 2004, p28）｡  
                                                 
9 名和によれば青木は、P = b + α (c - b)、P は部品の単位価格であり、b はコスト見積りに利益を加え
た目標価格、c は前期の平均コストである｡コストの変動リスクのシェア比率を示すαがゼロであれば, 固
定価格 P = b であり、コスト変動のリスクはすべて下請企業の負担になる｡しかし、α が 1 ならば取引価
格はコスト・プラスであり P = c になり, リスクは親企業がすべて負担する｡ 0 < α < 1 であれば、リス




















ステムによって TPS（Toyota Production System）をはじめ、コンカレント・エンジニア
リングや特定部品の開発、生産をアウトソーシングする取引システムの構築が競争力をも
































（延岡 2009）。Lado and Wilson（1994）も同様に、仮に暗黙知的ノウハウや改善プロセス
獲得に向け多大な資源投入を行っても、他社が短期間で同質のケイパビリティを獲得でき

























との関係性についても議論されてきた（David 1985, Arthur 1989, et al.）。特に、経路依存性
によるデファクト・スタンダードとロック・インとの関係性については、VTR 市場におけ










































ルにまで高次元化している。こうしたミクロンレベルへのニーズ対応には、3 次元 CAD や















































































株主数 2,200 人以上、流通株式数 2 万単位以上且つ、a.流通株式時価総額 20 億円以上、b.









表 4‐1 分析対象企業の業種別属性 
機械    金属・非鉄製品   輸送用機器   電子機器   その他   計    
34    23     12    30     40    139   
 
次に、抽出されたそれぞれの企業の経営面での安定性を分析するために、TKC11の財務的




                                                 
11
 TKC は、1966 年創業の会計事務所および地方公共団体の 2 分野に特化した情報サービスを展開する栃
木を拠点とした企業であり、中小企業 22 万社超の決算書を基礎データが蓄積し、税務当局、金融機関等か
ら高く評価されている。 
12 ①効率性を示す ROA は、利益÷総資産×100（％）の式で表され、企業が有する経営資源を如何に効率
よく活用し、利益を出しているかが評価できる指標である。特に、中小中堅企業における効率性を客観的














































計、製造を手掛ける受注生産型ティア 1 メーカーの T 社（資本金約 7920 万円、国内従業員
数 65 名、海外 515 名）をサンプルに選定した。1950 年設立の T 社は今年 65 周年を迎え、
他の中小メーカーの先駆けともいえる 1988 年にはすでにタイでの生産を開始し、その後も































カーを 1 社ずつ抽出した。我が国からは、1962 年に石川県で設立された貸与図方式を踏襲
し自動車産業以外にもエレクトロニクス部品や通信用部品などの精密部品に造詣の深い 













B 社へのインタビュー調査は、2010 年 4 月から 2012 年 3 月までほぼ 4 半期に一度、社長
以下、取締役、製造、造機、金型、メッキ、情報処理部門長へのインタビュー調査が中心









となっている。また、O 社へのインタビュー調査は 2010 年 6 月に O 社本社ならびに本社工
場内で P 社長以下製造ラインマネージャー1 名に行い、その後も 2 回電子メールでの質疑を
行なった。また、元大手自動車メーカーI 社で長年設計課長を務め、その後、日本国内のテ
ィア 1 メーカーE 社の工場長、同社タイ工場長を歴任後、O 社で工場長を務めた日本人エン
ジニアの K 氏に対しタイでのインタビューと横浜でのインタビューをそれぞれ１回ずつ行
なった。また、タイ現地法人 K 社所属、タイ・日本語技術用語専門書を手掛ける K 氏との
インタビューを K 社タイ法人（2013 年 1 月 28 日）にて実施したデータをもとにタイ国およ
びタイ人の就業観について詳細なインタビューを行なった。尚、各インタビューの典型的

















                                                 








































いた 3 次元 CAD/CAM/CAE の実力は広く熟練エンジニアの間で評価・認識され、使用頻度
も段階的に引き上げられるなど、その信頼が厚いことは意外と知られていない。例えば、
大手メーカーを中心とした現役熟練エンジニアの多くが、1980 年ごろから既に試験的に 3
次元 CAD を導入し、その後も 3 次元 CAD の使用頻度は段階的に引き上げられてきた。し
かし、企業規模の大小にかかわらず熟練設計エンジニアの多くは現場に足を運び、製造部
門エンジニアとの直接的な情報や意見交換を通じて技術感を養う設計スタンスを踏襲し、
その使用方法はあくまで 2 次元 CAD の延長線上に限定されてきた。 
元大手自動車メーカーで設計課長を長年努めた K 氏によれば 、「木をスケッチする時、
遠くから森を眺めているだけでは木を描くことは困難であり、木を上手く描くには実際に
目の前まで近づき、手で触れ、間近でしか認識できなった木目や枝葉の構造を知ることが















































仮説②を検証するにあたり、2012 年版中小企業白書ならびに 2009 年版ものづくり白書
から熟練技能伝承停滞に関する実データを抽出し、インタビュー調査から得られた一次デ
ータをもとに技能伝承停滞の内実について詳細に分析を行った。 







前出の藤本や竹田陽子らの 3D-CAD 導入効果における実証研究を援用しながら、IT の急速
な進歩と Silo Mentality15 という現象にも注意を払い察を行う。次に現場現物志向のもの
づくり思想の把握には、尾高煌之助、中岡哲郎、N. Rosenberg らの技術史的視点から、これ
まで優位性をもたらしてきた既存のものづくり思想との比較検討を通じ、新旧世代間の技





























図表 4－1 V/E 志向と現場現物志向の構図 
 
また、ハイテク技術をベースとした V/E 志向のものづくり思想と、高度経済成長期下で
構築された現場現物志向のものづくり思想の相違について、D. Kolb の Experiential Learning 
Theory
16（1984）をもとに、Experiential Learning Cycle フレームワークに沿って新旧世代間
                                                 
16 Experiential Learning Cycle フレームワークとは、経験からより深く学び、発展していくために、「具体的
な経験」を客観視し、その経験を抽象的に概念化させ、新たなロジックの構築を経て、次の経験に活かす
までのプロセスサイクルの重要性を主張している。尚、Experimental learning cycle の中核は下記の 4 段階か
ら構成されている。  
①具体的経験（Concrete Experience）CE 




②省察的観察（Reflective observation）RO  
完成品メーカー                
若手設計エンジニア                
中小サプライヤ                 
若手設計エンジニア                      
 
完成品メーカー              
熟練設計エンジニア                
 
中小サプライヤ                  
熟練設計エンジニア                  
 
模倣困難なケイパ 
ビリティの喪失    
現場現物志向            
V/E vs. 現場現物         
V/E 志向         
インテグラル製品向
き            
分業意識の強い        
V/E志向                
 
Silo Mentality を進行させ、                    
現場の試行錯誤を希薄化                 
                 
V/E vs. 現場現物        V/E vs. 現場現物         
は協調、    は対立、 
点線枠内は今後のものづくりの方向性 





































第 5 章 仮説①の検証  
～定量分析及び定性分析の結果～ 
 
5－1 定量分析結果  
 
下記、表 5‐1 は、ROA、自己資本比率、自己資本増加率といった 3 要素を用いて集計し、
分析対象と生産設備内製力の有無について集計結果をまとめたものである。 
 
表 5‐1 分析対象の集計結果 
実測値      内製力（有）  内製力（無）  設立年（1955~1973）    合計     
業績安定企業    23 社(92%）  2 社（8%）   21 社          25 社（18%） 
業績不安定企業   26社（23%）  88社（77%）   ―           114社（82％） 
合計                                           139 社 
 
集計を行った 139 社中、経営の安定を示す 3 要素をクリアした企業数はたったの 25 社と
全体の 18%しか存在しなかった。一方、それら 25 社のうち生産設備内製力を有していた企
業数は 23 社にものぼり、安定した経営を実践している企業の実に 92％にも上ることが明ら
かになった。また、これら 23 社のうち 21 社が、年平均経済成長率 10%以上を記録した高
度経済成長期（1955～1973 年）に設立されていたことも明らかになった。さらに、残り 2
社においても 1 社が 1976 年、もう 1 社が 1992 年設立であることがわかった。他方、業績




存在が明らかとなった。次に、これらのデータを用いて SPSS によるカイ 2 乗検定から得ら
れた分析結果を表 5－2 以降に記した。 
43 
 
表 5－2 処理したケースの要約 
        ケース                  
有効数           欠損           合計            
N   パーセント   N    パーセント  N    パーセント  
業績安定度＊内製力ダミー   139   100.0％    0   0.0％ 139   100.0％ 
 
 
表 5－3 業績安定度と内製力ダミーのクロス表 
 内製力ダミー 合計 
0 1 






















合計             度数 
             期待度数 
90 49 139 









表 5－4 カイ 2 乗検定 
 







































a. 0 セル（0.0％）は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 8.81 です。 
b. 2x2 表に対しての未計算 
 
業績が安定している企業には生産設備内製力が存在しているのかどうかについての関連






















5-2-1 ケース分析 1：生産設内製力と製造技術に関する考察  
 



















5-2-2 T 社のコア技術 
 
表 5－5 は、同社が社内で手掛ける製品や技術、素材をまとめたものである。 
 
表 5－5 T 社が手掛ける技術分野 
素材 加工・処理技術 加工 製品用途 


















































































































メーカーとの合弁 3 社を含む全 7 社、総従業員数 350 名で構成されている（2012 年時点17）。 
O 社を率いる P 社長は、タイの工科大学を卒業後、1973 年から日系大手自動車メーカー






P 社長は一念発起の末、1993 年 I 自動車を退職し同年 O 社を設立した。 
O 社は、操業当初から 5S はもちろんのこと、品質管理面でのシステム化や現場現物志向
の強いものづくり思想をベースに人材育成を実践するなど、経営面でも日本式を多く取り
入れている18。これまでの経緯もあり、O 社は今現在も I 自動車からプレス小物や金型とい
った製品を受注するほど良好な関係を維持している。起業時 10 人でスタートした社員数も
10 年目には 150 人、20 年目には 300 名へと増加し順調な成長を遂げている。 







ンジニアの定着が欠かせないとの信念に基づき、2000 年の ISO-9000 認証取得を機に人材育
成ロードマップを策定し技術者育成および人的資源管理を計画的に進めている。評価基準
                                                 
17 数的データはすべて 2012 年時のものを使用している。 
18






























                                                 































                                                 
20 タイ現地法人 K 社所属、タイ－日本語技術用語専門書を手掛ける K 氏とのインタビューによる。（2013

















日本・受注生産型部品メーカー B 社 
冷間圧造工法21をコア技術とする B 社は主に自動車、電子部品などの要求公差の厳しい分





























表 5－6 両社の経営資源ならびに特徴 
    貸与図方式  現場現物志向  技術プッシュ志向  一貫生産体制   生産設備内製力  
B 社   ○     ○       ○         ○        ○          
O 社    ○       ○         ○          ○         ×          
 
以下では、生産設備内製力というリソースの有無に着目し、両社の自律的な経営の安定







































































































                                      
図表 5－1 日‐タイ間の経済発展推移の簡略図 
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ⅰ．独自の歴史的条件（Unique historical conditions） 
B 社の経済価値が創出された背景には、1955 年ごろから始まった高度経済成長が大きく













































































仮に O 社が B 社同様、ひたすら QCD の精緻化に尽力し技術プッシュ経営を推進しても、
我が国と同様の高度経済成長期を再び人工的に作り出すことが物理的に不可能であること




4．Organization（組織）－ 技術プッシュ志向な組織体    
 
O 社には、創業メンバーを含む勤続 20 年前後のエンジニアがすでに現場でリーダーシッ
プを発揮し、日々の生産活動の中で着実に暗黙知的生産技術を発展させ技能を蓄積させて







































































に模倣困難性が存在し、さらに、「時間的圧縮の不経済」理論(Dierickx & Cool 1989）が成立
競争優位性        
Value             
生産設備内製化力と 
製造技術力          
Rarity                 
Value を希少化させる 
一定時間軸              
Inimitability      
歴史的経路依存性に 
依拠した模倣困難性    
               
             
Organization           
技術プッシュ志向な 
組織体             
 
YES    
YES    
YES    













































































出所：中小企業白書 2012 年より作成 





表 6－1 技能継承が「必要」「やや必要」とする理由 
理由                          ％（複数回答） 
会社の存続が不可能となる                           71.4 
人材育成の手段として意味がある                     56 
新たな技術を生み出すため                           55.6 








％    


















ること」というような指示や、1000 分の 5 で十分な公差を









                                                 
23 本稿のバーチャル・エンジニアリングの定義は、PC 上で多彩な実験や検証を行い、モデルの具現化を
試みる行為とし、現場現物より PC上のシミュレーションを重要視するものを総評して V/E志向とする。 







6-1-2 V/E 志向と組織の Silo 化 
 
3 次元 CAD/CAM/CAE といった IT を活用したものづくりは年々進化を遂げている。例え
ば。ソリッドワークスに代表される 3 次元 CAD の出現によって、これまで熟練エンジニア






も実に多くの研究が行われてきた(e.g. 竹田 2000a、2000b、 竹田、青島、延岡 2002、朴、
藤本、阿部 2008、具、藤本 2000）。中でも、図表 6－3 が示すように、ソリッドモデリン






                                                 
24 サプライヤがすべての引合い図面に対し VE 提案を行うことは、顧客側設計者の力量を疑問視している 





























また、青島矢一らの研究でも同様に、3 次元 CAD の導入効果として当初最も期待された
「開発リードタイム短縮」や「開発工数削減」といった効用を引き出すためには、サプラ
イヤを含む工程やプロセス全体を見直し組織的な対応能力が形成されないと、かえって設
計者へタスクが集中し 3 次元 CAD の導入が各工程間の調整業務を煩雑にさせることが明ら
かにされている。また、組織内のコミュニケーションも従来以上に増加していることから、
部分最適ではない全体最適にまで意識を高めた新たな生産システム構築の重要性が指摘さ
れている（e.g.青島、延岡、竹田 2001、具、藤本 2000、藤本 2006）。 
 
一連の V/E 志向の進展は、設計業務の一層の効率化を優先するあまり、段取り前調整時
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図表 6‐4 現場現物志向－バーチャル志向間のコミュニケーションフロー 
 
特に、部門間コミュニケーションの分断や希薄化は、設計思想のモジュラー化同様、組
織内においても風通しのあまりよくない米国組織で散見される社員の Silo Mentality 化が懸
念される26。このように、モジュール志向の強い製品開発が V/E 志向のものづくりと相性が




























                                                                                                                                               
表 6－2 地域別製品・工程エンジニアリング部門間のコミュニケーションの有効性 
地域 / 有効性     良い   どちらともいえない   悪い 
日本         7       1         0 
アメリカ        0       3         2 
ＥＵ         4       4         1 












い点が、職工と決定的な違いであるとして下記表 6－3 のように定義している。 
 
表 6－3 職人と職工の特徴的分類 
        職人          職工           
技    ほぼすべて体化。定型化不可     分業による協業、相互補完的     
仕事観   「仕事の為の仕事」献身の道徳あり    作業の付与、受動的       
技能習得   「見様見まね」「技を盗みとる」    一般化した座学、OJT        





























































































































































































資料：Kolb の Experimental learning cycle を参考に作成 




4．積極的実験化 (AE)      
PC シミュレーション vs.                 
工程能力              
                
1．具体的経験 (CE)      
 V/E 志向 vs.           
現場現物志向                  
               
         
2．省察的観察 (RO)    
Silo Mentality vs.         
部門横断的情報共有       
                  
                        
3．概念化 (AC)       
有用性のない厳密さ vs.    
有用性のある曖昧さ              
               
分散             
収束                
適応             
同化             
80 
 
1．具体的経験：V/E 志向 vs. 現場現物志向     






2．省察的観察：Silo Mentality vs. 部門横断的情報共有 
実際のものづくりに投入される物理的効率性だけで両者を比較すると、フロント・ロ



















































てきた強みを全く新しい方法で活用し直すこと」と、指摘しているように (Barney, 1991, 岡
















































                                                 
28 本データは、付属資料 2 のインタビューリストには記載していない。 
84 
 












































































図表 7－1 F 社の売上推移 
 
こうしてメディアを通じて発信された情報は、F 社の持つ技術力、品質管理能力、財務的







図表 7－2 F 社の財務実績 
 
特に、こうした勢いが一過性のものでないことは 2010 年以降の業績が再び上昇している







している。その後もハイテク分野の新規引合いは増加をつづけ、2010 年には第 8 工場を、
さらに 2012 年には第 9 工場を完成させるなど、想定外の成長を短期間にもたらした。 








出所：F 社資料より作成  
図表 7－3 F 社 R&D ベースの売上げ予測 
 
ⅱ．マーケティング効果 































2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
Number of New Graduate Applicants
Number of Applicants
 
出所：: F 社資料より作成 





図表 7－6 は、内閣府による「国民生活選好度調査」の結果と、F 社が 2009 年 9 月に正
























Total number of  respondents = 500
 
出所：F 社資料より作成 
図表 7－6 F 社と全国中小メーカーの社員満足度比較 
 



































2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
Number of Claims & Defects
Number of Claim Number of defects
 
出所： F 社資料より作成 
図表 7－7 クレーム発生件数と不良件数の推移 
 
一方で、図表 7－7 よく見ると点線枠内に見られる 2009 年以降の不良に関するクレーム
率が上昇に転じていることがわかる。図表 7－8 は枠線部分を拡大したものである。 
 
                                                 



















(Index based on 2005)
(%)
 
出所： F 社資料より作成 






















































































































































































つまり、Hamel & Prahalad の Core Competence 理論になぞらえると、「生産設備内製力」
や「製造技術力」といった経済価値は、直線的な Core Competence というよりむしろ Core 
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受注生産型メーカー40 1 会長 2014/10/7 日本 
受注生産型メーカー41 2 社長、技術部長 2014/10/10 日本 
受注生産型メーカー42 3 現地法人社長 2014/10/10 モンゴル 
受注生産型メーカー43 3 現地法人社長、品質管理部長、 2014/10/16 モンゴル 
受注生産型メーカー44 2 社長、営業本部長 2014/10/17 日本 
受注生産型メーカー45 3 会長、社長、営業本部長 2014/11/5 日本 






受注生産型メーカー47 2 現地法人社長 2014/11/14 タイ 
受注生産型メーカー48 2 品質管理 2010/1013 日本 
受注生産型メーカー49 2 現地法人社長 2010/4/7, 7/5, 10/18, インド 
受注生産型メーカー50 1 社長 
2011/1/25, 2011/5/20, 9/9, 12/7, 
2012/3/5 
日本 




受注生産型メーカー51 1 現地法人社長 2012/5/10,  6/28,  2013/7/30 シンガポール 
受注生産型メーカー52 2 セールスマネージャー、現地法人社長 2012/6/26,  2013/4/23 シンガポール 
受注生産型メーカー53 2 現地法人社長 2012/6/28,  2013/7/30 シンガポール 
受注生産型メーカー54 1 現地法人社長 2012/6/29,  2013/9/12 シンガポール 
受注生産型メーカー55 1 調達部長 2012/7/11,  2013/5/29 日本 
セットメーカー14 2 現地法人社長 2012/7/17,  2013/2/27 マレーシア 
セットメーカー15 1 営業部長 2012/7/4,  2012/12/19 日本 
受注生産型メーカー56 1 社長 2013/1/29,  2013/1/23 日本 
受注生産型メーカー57 1 常務取締役 
2013/4/22, 6/19, 1/29、2012/7/9, 
2012/6/26 
日本 
受注生産型メーカー58 2 社長、営業部長 2013/4/25,  1/31 日本 
受注生産型メーカー59 2 社長 2013/4/3,  6/21 日本 
受注生産型メーカー60 1 営業部長 2013/4/9,  2012/9/20 日本 
セットメーカー16 3 経営企画室長、人事マネージャー 2013/6/17,  10/9 日本 
受注生産型メーカー61 2 人事部長、マーケティング、マネージャー 2013/6/20,  3/7 日本 






受注生産型メーカー63 1 社長 2013/8/27,  2012/12/18 日本 
セットメーカー17 2 技術部長、課長 2013/8/30,9/4 日本 
受注生産型メーカー64 1 社長 2014/8/6,  10/21 日本 
        
 
    計    81社 205       
 
（注）本リストの企業コードは他の表とは一致しない 
 
 
 
 
